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連合・経団連・金属労協・国民春闘共闘の賃上げ中間集計〈資料〉

表１　連合　2015 春季生活闘争　第４回回答集計結果
①平均賃金方式  （すべて組合員数による加重平均） 2015 年４月 14 日

平均賃金方式

2015回答（2015年4月14日集計）
昨年対比

2014回答（2014年4月14日集計）
集計組合数 定昇相当分込み 

賃上げ計
定昇相当分込み 

賃上げ計
集計組合数 定昇相当分込み 

賃上げ計
定昇相当分込み 

賃上げ計集計組合員数 集計組合員数
2,587組合

2,157,261人　 6,670円 2.24％ 289円  　
0.07ポイント

2,510組合
2,013,352人　 6,381円 2.18％

300人未満 1,688組合
169,363人　 4,928円 2.01％ 277円  　

0.10ポイント
1,623組合

165,677人　 4,651円 1.91％

300人以上 899組合
1,987,898人　 6,838円 2.26％ 304円  　

0.07ポイント
887組合

1,847,675人　 6,534円 2.20％

※  2015 年と 2014 年で集計対象組合が異なるため、「賃上げ額」と「賃上げ率」の昨年対比は整合しない。

② ①のうち、賃上げ分が明確に分かる組合の集計   （集計対象の組合員数による加重平均）

平均賃金方式

2015回答（2015年4月14日集計）
集計組合数 額 率

集計組合員数 計 賃上げ分 計 賃上げ分
1,418組合

1,690,335人　 7,205円 2,056円 2.39％ 0.67％

300人未満 794組合
93,223人　 5,661円 1,713円 2.22％ 0.68％

300人以上 624組合
1,597,112人　 7,307円 2,077円 2.40％ 0.67％

③ ②のうち、昨年と同一の組合での比較   （集計対象の組合員数での加重平均）

平均賃金方式

2015回答（2015年4月14日集計）
集計組合数 額 率

集計組合員数 計 定昇相当分 賃上げ分 計 定昇相当分 賃上げ分
873組合

869,572人　 7,615円 5,321円 2,294円 2.53％ 1.77％ 0.75％

300人未満 455組合
58,913人　 6,041円 4,311円 1,729円 2.34％ 1.67％ 0.67％

300人以上 418組合
810,659人　 7,730円 5,395円 2,335円 2.54％ 1.78％ 0.76％

平均賃金方式
昨年対比

上記組合の2014回答
額 率

計 定昇相当分 賃上げ分 計 定昇相当分 賃上げ分
711円  　
0.20ポイント

6,905円 5,353円 1,551円 2.32％ 1.80％ 0.52％

300人未満 534円  　
0.19ポイント

5,506円 4,285円 1,221円 2.15％ 1.67％ 0.49％

300人以上 724円  　
0.20ポイント

7,006円 5,430円 1,575円 2.33％ 1.81％ 0.52％

表２　経団連　2015 年春季労使交渉・大手企業業種別回答状況【了承・妥結含】（加重平均）
［第 1 回集計］ 2015 年４月 16 日

業　　　　種 2015年 2014年
社  数 回答・妥結額 アップ率 妥結額 アップ率

非 鉄 ･ 金 属
社

4
　　　　円

7,201
　　　　％

2.29
　　　　円

7,174
　　　％

2.30
食 品 5 7,663 2.45 5,495 1.78
繊 維 16 7,905 2.59 7,033 2.33
紙 ･ パ ル プ 4 5,557 1.82 5,443 1.77
化 学 1 ― ― ― ―
鉄 鋼 10 4,834 1.58 4,635 1.52
機 械 金 属 2 8,641 2.95 9,598 3.33
電 機 1 ― ― ― ―
自 動 車 14 9,835 2.91 8,637 2.58
商 業 2 （従）7,660　　 1.98 （従）7,083　　 1.85
私 鉄 〔 Ｊ Ｒ 〕 2 ― ― ― ―
通 運 1 ― ― ― ―

総 平 均 62 8,502
（6,972）

2.59
（2.24）

7,643
（6,290）

2.34
（2.04）

製 造 業 平 均 57 8,630
（6,964）

2.64
（2.26）

7,702
（6,261）

2.38
（2.05）

非 製 造 業 平 均 5 7,937
（7,072）

2.35
（2.06）

7,385
（6,620）

2.18
（1.93）

（注）1） 調査対象は、原則として東証一部上場、従業員 500 人以上、主要 21 業種大手 249 社 
　　　　　　2） 16 業種 120 社（48.2％）で回答が出ているが、このうち 58 社は平均金額不明などのため集計から除外
　　　　　　3） 平均欄の（　　）内は１社あたりの単純平均
　　　　　　4） （従）は従業員平均 （一部組合員平均を含む）
　　　　　　5） 集計社数が2社に満たない場合など数字を伏せた業種があるが、平均には含まれる
　　　　　　6） 上記回答・妥結額は、定期昇給（賃金体系維持分）等を含む
　　　　　　7） 2014 年の妥結額 ･ アップ率は、2015 年の集計企業の数値（同対象比較）
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表３　金属労協　2015 年闘争要求・回答状況（全体集計）
 2015 年４月 22 日

表４　国民春闘共闘　2015 春闘・第５回賃上げ集計
 2015 年４月 28 日

１．賃金 （単位：組合数・円）

構成単組

要求組合 回答組合

うち
賃上げ

要求組合

賃上げ
要求額
 （円）

うち
賃金構造
維持分
確保

うち
賃上げ

獲得組合

賃上げ
獲得額
（円）

＜最終集計＞

2014 年 3,272 2,895 2,329 3,379 2,800 2,332 1,562 1,320

＜同時期＞

2014 年 3,271 2,767 2,236 3,359 1,894 1,646 1,151 1,332

2015 年 3,284 2,614 2,159 5,731 1,777 1,512 1,181 1,804

（注）  1. 要求組合・回答組合には、賃金制度上、定期昇給を確保しているため、賃金を要求しない組合を含む。
　　  2. 賃上げ要求・回答組合は、賃金構造維持分・定期昇給分のみを要求・回答する組合を除く。
　　  3. 賃上げ要求額・獲得額は、ベア・賃金改善分を獲得した組合の単純平均額（算出可能な組合のみ）。 賃金構造維持分・定期昇給分を除く。
　　  4. 2015年の要求・回答組合は、基幹労連については、単年度の賃上げ要求・回答組合と 定期昇給要求・回答組合の合計。

２．一時金 （単位：組合数・円）

登録組合

取り組み方式 回答

要求・回答
方式

業績連動
方式

支給額
・月数

確定組合

前年比 平均月数
 （カ月）

４カ月
未　満上回る 同水準 下回る

＜最終集計＞

2014 年 3,272 2,452 209 2,339 1,479 376 321 4.30 722

＜同時期＞

2014 年 3,271 2,107 199 1,320 906 210 153 4.47 303

2015 年 3,284 2,134 201 1,318 651 294 304 4.49 294

（注）  1. 確定組合は、前年比ができない組合を含む。業績連動方式で決定する組合が確定した場合は含む。
　　  2. 前年比は、前年との比較が可能な組合。

＜回答状況＞

2015 年 2014 年

登録組合数 838 859

回答組合数 428（51.1％） 403（46.9％）

うち金額・率回答 311 307

うち「定昇のみ」など言葉による
回答 117   96

うち上積み獲得  87（20.3％）   95（23.6％）

うち妥結組合数 156（36.5％） 150（37.2％）

＜回答内容＞

集計方法＆対象 2015 年 2014 年 （前年比）

単純平均
額（円） 5,789 5,834 －45

率（％） 2.08 2.00 ＋0.08

加重平均

額（円） 6,172 6,225 －53

率（％） 2.07 2.05 ＋0.02

組合員数（人） 83,286 81,142

＜前年実績との比較が可能な組合における回答状況（金額での比較）＞

前年比較可能な組合数 うち前年実績以上 （前年超） （同  額）

279 166（59.5％） 139 27

＜前年実績との比較が可能な組合における金額・率の比較＞

組合数 金額・率 前年実績 （前年比）

単純平均
額（円） 279 5,888 5,817 ＋71

率（％） 162 2.17 2.13 ＋0.04
※額または率のみの報告があるため、双方は連動しない。
※「定昇のみ」など言葉による回答は計算から除いている。


